　　第５回貿易論　　現代の貿易Ⅰ：ＷＴＯ（世界貿易機関）
1. 近年の国際通商システムのフレームワーク
1 マルチラテラル（多角的関係）
· ＧＡＴＴ⇒ＷＴＯ
2 リージョナル（地域統合）
· 地域経済圏：EU,NAFTA,APEC,ﾒﾙｺｽｰﾙ　etc
· 局地経済圏：華南経済圏,成長のﾄﾗｲｱﾝｸﾞﾙ etc
3 バイラテラル（２国間関係）
· 日米構造協議、包括経済協議、ｽｰﾊﾟｰ301条etc

2. ＷＴＯ成立の背景
1 リージョナリズムの胎頭
· 保護主義／域内関税
· 最恵国待遇　⇔　差別的貿易
2 発展途上国問題：南南問題
3 新しい課題
· 知的財産権／サービス貿易／セーフガード／FDI（Foreign Direct Investment）
4 米国の国際競争力の弱体化

3. ＷＴＯ（世界貿易機関－World Trade Organization ）について
世界において貿易や投資などの国際取引を自由化し､効率的な国際分業を実現することで､各国の経済的厚生を高度化するために、ＧＡＴＴ（関税と貿易に関する一般協定　General Agreement on Tariffs and Trade）の内容を強化し､受け継ぐ形で､1995年1月に発足。
加盟国：現在で164カ国・地域(2016年12月現在)
2001年12月中国と台湾が加盟、2012年8月ロシア加盟
事務局長：ロベルト・アゼベド氏（ブラジル、任期4年　再選2021年8月末まで）
本部：スイス　ジュネーブ
[image: （図）WTO機構図]



















（外務省ホームページ）
4. ＷＴＯの特徴
拘束力をもつ今日の国際通商システムにおいて最も包括的な国際機関。
· 活動内容
多国間での合意のもとに、様々な面から国際取引に関するルールを構築し､そのルールに沿って各国が多角的に協議し、国家間での経済紛争を処理する。
· ＧＡＴＴとの相違点
1 対象分野の拡大：サービス貿易、知的財産権、貿易関連投資措置などの分野にまで拡大
2 対象国：原則としてすべての加盟国に拡大
3 紛争処理手続き：迅速化、拘束力強化

5. ＷＴＯのポイントⅠ：モノの貿易－ＧＡＴＴウルグアイ・ラウンドより
1 鉱工業品関税の引き下げ 一 約４０％引き下げ
・関税の機能
1) 財源機能：関税収入が国の財源となる側面に着目した場合の機能 
2) 国内産業保護機能 :関税を課すことにより、競合する輸入品に不利となるよう競争条件を政策的に変更し、国内産業を保護する機能 
3) 貿易歪曲効果是正機能（制裁機能）:貿易歪曲効果是正機能（制裁機能）とは、貿易歪曲効果を有する措置への対抗策として関税が用いられる場合の機能 
・関税率
・「譲許税率」：GATT以来個々の産品に対して国際的に約束した上限税率
・「実行税率」：譲許税率を上限として実際に適用される関税率
・「譲許率（バインド率）」:譲許税率が設定されている品目の比率－全譲許品目数／全品目数


『不公正貿易白書』
2 農業－市場アクセスの改善：国内助成の削減、輸出補助金の削減、ミニマム・アクセス
· GATTウルグアイ・ラウンド
· ミニマム・アクセス：無税又は低関税の輸入枠(最低輸入義務(枠))　※枠内税率－無税
· 国家貿易－売買差益（マークアップ）徴収　⇔ ＭＡ米以外のコメの輸入（枠外輸入）
高水準の枠外税率を設定
・コメの輸入制度
[image: ][image: ]
農水省：ミニマム・アクセス米に関する報告書

3 アンチダンビング－調査手続きの客観化
· ダンピング：ある商品の輸出向け販売がその商品の国内向け販売より安い価格で行われること
· アンチ・ダンピング：ダンピング輸入された産品に対して、国内向け販売価格と輸出向け販売価格との差（ダンピング・マージン）を上限とする関税（AD 税）を賦課し、正常な価格に戻すこと
[image: ]
　　（出典：不公正貿易白書2017）
4 補助金・相殺関税の承認
· 補助金の区分
1) レッド補助金＝禁止補助金＝輸出補助金と国内産品優先使用補助金（相殺関税適用）
2) イエロー補助金＝悪影響を及ぼす補助金（相殺関税適用）
3) グリーン補助金＝特定性はあっても相殺関税措置の対象　とならない補助金
· 農業補助金：国内助成金、　輸出補助金
· 相殺関税：外国政府による補助金を相殺するために課す関税
5 セーフガード（緊急輸入制限）条項
· 輸入急増による国内産業の損害を防止するため緊急避難的にとられるセーフガード（緊急輸入制限）措置－規定の明確化
	セーフガード措置の発動状況

	　
	1970～74
	1975～79
	1980～84
	1985～89
	1990～94
	1995～99
	2000～04
	2005～09
	2010～14

	米国
	3
	6
	4
	0
	0
	3
	3
	0
	0

	EU
	1
	2
	7
	7
	4
	0
	2
	1
	0

	カナダ
	6
	7
	3
	1
	1
	0
	0
	0
	0

	豪州
	1
	16
	4
	0
	1
	0
	0
	0
	0

	合計
	12
	35
	23
	14
	12
	14
	51
	34
	15
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6 関税評価－評価基準の明確化

7 貿易に関連する投資措置に関する協定（TRIMs－Trade-Related Investment Measures）
	明示的に禁止されたTRIMsの例

	① ローカルコンテント要求
	進出企業に対して、国内産品の購入・使用を要求する措置。特定の産品、産品の数量若しくは価格又は当該企業の現地生産の数量若しくは価格の比率のいずれを定めているかを問わない。（GATT第３条４項違反）

	②輸出入均衡要求
	進出企業に対して、輸入品の購入・使用を、自社の輸出額や輸出量に応じた額に限定する措置。（GATT第３条第４項違反）

	
	進出企業に対して、国内生産に使用される産品の輸入を、一般的に又は自社の輸出額や輸出量に応じた額に制限する措置。（GATT第11条第１項違反）

	③為替規制
	進出企業に対して、自社の輸出額や輸出量に応じた額に外貨の調達を制限することなどにより、生産に使用される産品（部品等）の輸入を制限する措置。（GATT第11条第１項違反）

	④輸出制限
	進出企業に対して、現地生産した製品等の輸出又は輸出のための販売を制限する措置。特定の産品、産品の数量若しくは価格又は当該企業の現地生産の数量若しくは価格の比率のいずれを定めているかを問わない。（GATT第11条第１項違反） 


（『2013年版不公正貿易白書』）
・開発途上国保護：開発途上国における経済開発の必要性にかんがみて一定の例外を認めるGATT第18条の規定にかなっていれば、当該TRIMsを維持することができる
8 原産地規則
国際的に取引される物品の「国籍」を判定するために用いられるルール
i) 非特恵分野：①数量制限、②貿易統計の作成、③原産地表示など
ii)特恵分野
①一般特恵関税（GSP : Generalized System of Preferences）の設定
	開発途上国の輸出所得の増大、工業化と経済発展の促進を図るため、開発途上国から輸入される一定の農水産品、鉱工業産品に対し、一般の関税率よりも低い税率（特恵税率）を適用する制度


　　　　　②地域貿易協定
[image: ]
（経済産業省　http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/epa/process/e-step4.html#e-step4）
原産材料のみから生産される
（NAFTAの例）
· NAFTA内で完全に取得・生産されたもの　 ⇒北米産
· 関税分類の変更⇒北米産
使用する非北米以外で生産された原材料が  北米での生産過程で関税分類が変更

原産地規則の体系図
[image: ]
（『2015年版不公正貿易白書』）
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6. ＷＴＯのポイントⅡ：サービス貿易
－サービスの貿易に関する一般協定GATS（General Agreement on Trade in Services ）
(1) サービス貿易範囲－１２分野
実務（自由業、研究、弁護士など）、通信、建設・エンジニアリング、流通、教育、環境、金融、健康・社会事業、観光、娯楽、運送、その他
(2) サービス貿易の形態
[image: サービス貿易の4形態]
（外務省：http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol57/）

[image: ]
(3) 規定　
1 最恵国待遇
いずれかの国に与える最も有利な待遇を、他のすべての加盟国に対して与えなければならないこと（Most-Favored-Nation Treatment ＝ MFN 原則）
2 市場参入の保証
1)サービス供給者の数に関する制限、2)サービスの取引総額又は資産総額に関する制限
3)サービスの総産出量に関する制限  4)サービス提供者の雇用者数の制限
5)企業形態制限  6)外資制限
　（具体例）
・経済需要に基づいたレストラン開店への免許制度、・外国銀行に対する資産制限、
・外国映画の放映時間制限、・外国人労働者の雇用者総数制限、・代理店を除いた商業拠点設置義務
・商業拠点設置における外資出資比率制限

3 内国民待遇
内国民待遇 他の加盟国のサービス及びサービス供給者について内国のサービス及びサービス供給者と比して不利でない待遇を与えなければならない。但し、銀行サービスは例外
1)他国民を自国民と差別せず同等に待遇すること(national treatment) 
2)自由化を行う分野のみを記載する方式（＝ポジティブリスト方式）
　⇔原則として制限を設けずに、例外として禁止するものの一覧を作成して制限する方式（ネガティブリスト方式）

4 国内規制の適正化
サービス提供（例えば、金融・建設サービスへの従事や会計士の受入れ等）に係る資格手続・要件、免許手続・要件、技術基準が不必要な貿易障壁とならないよう、透明性の確保とともに、
過剰な規制にならないこと

7. ＷＴＯのポイントⅢ：知的財産権－貿易関連知的財産権（TRIPS）協定
（Agreement on Trade Related Aspects of Intellectual Property Rights）
　貿易一般交渉・多角的貿易交渉（ガット・ウルグアイ・ラウンド）の交渉分野の１つで，特許，商標など知的財産の権利の国際ルール確立が目的。
 医薬品、食品特許：先進国vs.途上国　　特許認定：先発明主義（米）vs.先願主義（日欧）
(1) 知的財産権の種類
· 工業所有権: パリ条約1883年
· 商標権（トレードマークなど）、 意匠権（デザインなど）、  特許権（製品製造ノウハウなど）、
· 著作権（映画、音楽、出版物など）:ベルヌ条約1886年
· 著作隣接権（出演者の権利など）:ローマ条約1961年
· 集積回路の回路配置に関する権利:ワシントン条約1989年
· その他不正な地理的表示を防止－ワインの地理的表示など
(2) 貿易関連知的財産権（ＴＲＩＰＳ）協定の骨子
1 知的財産権保護の最低基準
営業秘密やサービスマークの保護、特許期間を出願から20年以上とする、医薬特許を認める、などを規定。日本も、原子核変換物質の発明を特許対象とし、特許期間を出願日から20年とする等各種の法改正を行った。
2 知的財産権の分野への内国民待遇と最恵国待遇の適用
3 権利執行（Enforcement）制度
· 模造品・海賊版対策
· 模造品の流通年刊約80兆円（インターポール推計）
· 経済的被害、消費者の健康・安全に対する脅威、犯罪組織の収入源
(3) 並行輸入（Parallel Import）と知的財産権
・並行輸入
知的財産権の保護対象となる商品（ブランド品、特許製品、著作権保護商品など）が権利者によって製造され適法に市場におかれた場合権利者から輸入ライセンスを得ずに、その真正商品をその市場で購入して輸入　すること。
・無権利者の製造した不正商品ではないこと。
・輸 入総代理店を通さず直接買付輸入すること。

8. ＷＴＯのポイントⅣ：紛争解決
· ＧＡＴＴ:２国間協議→パネル設定→裁定
· ＷＴＯ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/wto/funso/pdfs/nagare.pdf）
[image: ]　　
当時国間協議→紛争解決機関（ＤＳＢ）にパネル設置　→パネル報告（採択か再審）→再審手続→ＤＳＢ上級委員会→上級委報告（採択）→勧告＜終了>→勧告不実施の場合－対抗措置検討
· ガット体制の紛争解決手続きとの違い
1) 一方的措置の禁止
WTO協定の対象となる紛争については、WTO協定の紛争解決手続きに従わずに、一方的な措置を執ってはならないことが明記。例えば、WTO加盟国が他の加盟国に対し、その市場が閉鎖的であるとして一方的に関税を引上げたりすることは、WTO協定違反になる。
2) 紛争解決手続きの自動制
　従来のガット体制においては、パネル設置やパネル報告の採択などの決定をコンセンサス方式で行っていたため、ガット違反を問われている国が反対すると決定が阻止された。
　WTO協定の下では、従来とは逆に、リバースまたはネガティブ・コンセンサス方式（コンセンサスによって反対されない限り決定される方式がとられるようになり、ほぼ自動的に決定が行われ手続が進行するようになった。
3) 期限の設定
　紛争解決の遅延を防止するため、紛争当事国の協議、パネルの設置からパネル報告の採択、勧告の実施などのそれぞれについて期限が設けられ、手続きが迅速に進行するようになった。
・WTO紛争件数（不公正貿易白書2017年版より）
[image: ]

9. ＷＴＯ通商交渉（ラウンド）小史
[image: ]


(1) ドーハ開発アジェンダ（第４回ＷＴＯ閣僚会議）　　2001年
1 新ラウンド開始を決定する閣僚宣言 新ラウンド立ち上げ　⇔’99.11シアトル会議では失敗
2 アジェンダ（交渉事項） 
農業，鉱工業品，サービス，ルール，貿易円滑化，開発，環境及び知的財産権
1) 非農産品市場アクセス（NAMA－Non Agricultural Market Access）交渉
－鉱工業品関税交渉
· 途上国やＬＤＣの利益も十分に考慮しつつ、対象範囲を限定しない形での鉱工業品関税削減交渉に合意。
2) アンチ・ダンピング交渉
· ＡＤ措置発動の増加を背景に、規律の強化に向けた交渉の開始




3) 投資・競争ルールの策定（ 21世紀課題）
· 「貿易と環境」に関連する問題、電子商取引に関する問題
· 紛争解決ルール
4) アクセスの改善：農業、 サービス分野
· 米国の国内補助金の削減、主要国の市場アクセス（関税削減）、途上国への配慮
5) ＴＲＩＰＳ（知的財産権問題 ）
· ＴＲＩＰS と公衆衛生に関する閣僚宣言 ⇒医薬品
「我々は、医薬品分野の製造能力が不十分又は欠如しているＷＴＯ加盟国が、ＴＲＩＰＳ協定の下で強制実施権を効果的に使用する上で困難に直面する可能性があることを認識する。」
　強制実施権とは、特許発明の製造や販売をする権利を、国が特許権者の許諾なくして特許権を持っていない者にも認めること。
6) シンガポール・イシュー（1996年シンガポール閣僚宣言）
· 投資、競争、政府調達透明性、貿易円滑化
· 多国間投資ルールの策定：　①範囲と定義、②透明性、③無差別性…
· 国際カルテルなど反競争的行為の防止
· 政府調達透明性：政府調達協定が内国民待遇⇒調達手続き、技術支援…
· 貿易円滑化：税関手続き等の貿易手続き簡素化により貿易取引コストを削減し関税引き下げなどの貿易自由化効果を補完・強化
3 交渉期間：3年間⇒2005年1月1日まで
4 中国、台湾の加入 承認

(2) ＷＴＯ第5回閣僚会議：メキシコ・カンクン　　2003年9月10日～14日
· 農業交渉：交渉決裂
1 農産品関税の上限（議長案 ） 
· 先進国は高関税品目の関税率を一定水準以下に下げる。あるいはその品目か別の品目で、二国間協議を通じて最低輸入義務の拡大を含む、効果的で追加的な市場開放を実施する
· （食糧安全保障や環境保全など）貿易に関係ない機能を持つ農産物は品目数を限って上限関税の適用対象から除外する
· 全農産品の単純平均関税率の下げ幅が一定水準を下回らないようにする 
2 米、EU
· 議長案は途上国に有利であり、バランスを欠くとする
3 G22：主要途上国（ブラジル、インドなど）：
· 先進国に対する更なる補助金削減、途上国に対する市場アクセス改善軽減 を求める
· 欧州の輸出補助金全廃や米国の国内助成金削減を強硬に主張
4 G10：日本、スイス、ノルウェー他
· 市場アクセスの野心が高すぎることから（関税の上限設定、関税割 当枠の拡大）、3分野（市場アクセス、国内助成、輸出補助金）間のバランスを求める
· 日本はコメなどの高率関税の大幅削減につながりかねない関税上限設定に強く反対

· 非農産品市場アクセス
1 先進国
関税引き下げ方式（フォーミュラ）をより野心的なものとすべき、分野別関税撤廃を 全加盟国による義務的参加と明示的に位置付ける
1 途上国
フォーミュラの係数は途上国により配慮されたものとすべき、分野別は自主的とすべき


· シンガポール・イシュー（投資、競争、政府調達透明性、貿易円滑化）
日本、ＥＵ（4分野全ての交渉化）
vs.　発展途上国（AU（アフリカ統一機構）、ACP（アフリカ・カリブ・太平洋諸国）、LDCグループ）
　　（4分野全てについて交渉は時期尚早）
（改定案）合意せず　⇒　会議打ち切りの引き金へ
· 政府調達透明性、貿易円滑化：交渉化 
· 投資：二段階アプローチ＝モダリティに合意した後、交渉化
· 競争：作業部会継続

(3) ＷＴＯ第5回閣僚会議：香港　　2005年12月
主な閣僚宣言
1 非農産品関税（ＮＡＭＡ） 
· 関税削減方式を スイス・フォーミュラに合意フォーミュラ）－香港ラウンド
· 「スイス・フォーミュラ」－高関税品目ほど削減幅が大きくなるような一定の算定式を用いて関税を削減する方式－現在、各国の係数を策定中
·  途上国配慮と相互主義の軽減の重要性を確認 
· 2006年４月末までにモダリティ確立、７月末までに譲許表提出 
2 農業 
· 2013年までに全ての形態の輸出補助金の並行的撤廃 
· 2006年４月末までにモダリティ確立、７月末までに譲許表提出 
3 開発 
·  全てのＬＤＣの全産品に対して、2008年もしくは遅くともドーハ・ラウンド合意の実施期間の始まりまでに無税無枠を供与
4 サービス 
·  モード毎の交渉目標等を「努力目標」として規定
5 ルール 
· アンチ・ダンピング交渉における交渉の範囲や目的、議長による条文案の提示など今後の交渉の段取り等を再確認

10. ＷＴＯ通商交渉の流れ（外務省、財務省、経産省、農水省HPより）
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（ＷＴＯ関係図書）
経済産業省『不公正貿易白書』各年版
経済産業省『通商白書』各年版

WTO発足以降の主要国のAD調査開始件数の推移
（2012年６月末現在）
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		明示的に禁止されたTRIMsの例

		① ローカルコンテント要求		進出企業に対して、国内産品の購入・使用を要求する措置。特定の産品、産品の数量若しくは価格又は当該企業の現地生産の数量若しくは価格の比率のいずれを定めているかを問わない。（GATT第３条４項違反）

		②輸出入均衡要求		進出企業に対して、輸入品の購入・使用を、自社の輸出額や輸出量に応じた額に限定する措置。（GATT第３条第４項違反）

				進出企業に対して、国内生産に使用される産品の輸入を、一般的に又は自社の輸出額や輸出量に応じた額に制限する措置。（GATT第11条第１項違反）

		③為替規制		進出企業に対して、自社の輸出額や輸出量に応じた額に外貨の調達を制限することなどにより、生産に使用される産品（部品等）の輸入を制限する措置。（GATT第11条第１項違反）

		④輸出制限		進出企業に対して、現地生産した製品等の輸出又は輸出のための販売を制限する措置。特定の産品、産品の数量若しくは価格又は当該企業の現地生産の数量若しくは価格の比率のいずれを定めているかを問わない。（GATT第11条第１項違反） 





セーフガード

		セーフガード措置の発動要件等

		発動要件		事情の予見されなかった発展等		輸入の増加が事情の予見されなかった発展の結果及びWTO上の義務の効果として発生していること（GATT第19条）

				輸入増加		セーフガード措置の対象となる産品の輸入が絶対的又は相対的に増加していること（同協定第２条）

				「重大な損害」の決定及び因果関係		輸入、生産、売上、生産性等の経済要素の水準の変化で判断、輸入増加と損害の因果関係の立証が必要（同協定第４条）

		手続的要件		調査手続の整備調査		手続の事前の公表、公聴会その他の方法による利害関係者の証拠の提出等の機会の確保、調査結果の公表（同協定第３条）

		発動内容		発動期間		当初４年以内、延長可能、最長８年（同協定第７条第１項・第３項）

				規制水準		輸入数量制限を行う場合は、原則、最近３年間の輸入量の平均値を下回ってはならない（同協定第５条）

				再発動禁止		従前の措置と同一期間（但し最低２年間）は再発動禁止（同協定第７条第５項）

				漸進的自由化		１年超の措置は、漸進的自由化（適用関税の低減、割当枠の拡大等）義務、３年超の措置は中間見直しを行う義務（同協定第７条第４項





セーフガード発動状況

		セーフガード措置の発動状況

				1970～74		1975～79		1980～84		1985～89		1990～94		1995～99		2000～04		2005～09		2010～11

		米国		3		6		4		0		0		3		3		0		0

		EU		1		2		7		7		4		0		2		1		0

		カナダ		6		7		3		1		1		0		0		0		0

		豪州		1		16		4		0		1		0		0		0		0

		合計		12		35		23		14		12		14		51		34		15





Sheet3

		ウルグアイ・ラウンドによる各国鉱工業品の関税率、譲許率の変化

						日本		米国		EU		韓国		豪州		インドネシア		タイ		カナダ		マレーシア		フィリピン		インド

		平均関税率（％）		前マエ		3.8		5.4		5.7		18		20		20.4		37.3		9		10.2		23.9		72.2

				後ウシロ		1.5		3.5		3.6		8.3		12.2		36.9		28		4.8		9.1		24.6		32.4

		譲許率（％）		前マエ		98		99		100		24		36		30		12		100		2		9		12

				後ウシロ		100		100		100		89		96		92		70		100		79		66		68
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非農産品 全品目 非農産品 全品目 非農産品 全品目

香港 0 0 0 0 37.3 45.6

日本 2.6 5.3 2.6 5.3 99.6 99.7

米国 3.3 3.5 3.3 3.5 100 100

EU 3.9 5.2 4 5.3 100 100

台湾 4.7 6.4 4.5 6.1 100 100

カナダ 5.3 7 2.5 4.5 99.7 99.7

シンガポール 6.4 10.3 0 0 65.1 69.7

中国 9.2 10 8.7 9.6 100 100

韓国 102 16.6 6.6 12.1 93.8 94.6

ニュージーランド 107 10.1 2.1 2 100 100

豪州 11 10 3.1 2.8 96.7 97.1

マレーシア 14.9 23 5.8 6.5 81.9 84.3

南アフリカ 5.8 19 7.5 7.7 95.8 96.4

フィリピン 28.4 25.7 5.7 6.1 61.9 67

チリ 25 25.1 6 6 100 100

タイ 25.5 28 8 9.8 71.3 75

ブラジル 30.8 31.4 14.2 13.7 100 100

アルゼンチン 31.7 31.8 14.1 13.6 100 100

インド 34.6 48.7 9.8 12.6 69.8 73.8

メキシコ 34.8 36.1 6.3 8.3 100 100

譲許率（％）

　主要各国の関税率の状況(2012年現在）



単純平均譲許税率（％） 単純平均実行税率（％）
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		南アフリカ		16		34		23		41		16		21		6		4		8		6		23		3		5		3		3		0		4		0		216

		日本		0		0		0		0		0		0		2		0		0		0		0		0		4		0		0		0		0		1		7

		その他		32		34		40		59		50		34		40		60		26		28		29		37		19		16		29		22		31		11		598

		合計		157		226		246		266		358		298		372		315		234		220		201		204		165		213		209		172		155		114		4,125

				1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003		2004		2005		2006		2007		2008		2009		2010		2011		2012

				157		226		246		266		358		298		372		315		234		220		201		204		165		213		209		172		155		114

				157		383		629		895		1253		1551		1923		2238		2472		2692		2893		3097		3262		3475		3684		3856		4011		4125



WTO発足以降の主要国のAD調査開始件数の推移
（2012年６月末現在）

累積値	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	157	383	629	895	1253	1551	1923	2238	2472	2692	2893	3097	3262	3475	3684	3856	4011	4125	AD調査数	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	157	226	246	266	358	298	372	315	234	220	201	204	165	213	209	172	155	114	WTO発足以降の主要国のAD調査開始件数の推移
（2012年６月末現在）

累積値	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	157	383	629	895	1253	1551	1923	2238	2472	2692	2893	3097	3262	3475	3684	3856	4011	4125	AD調査数	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	157	226	246	266	358	298	372	315	234	220	201	204	165	213	209	172	155	114	主要国のAD調査開始件数

アメリカ	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	14	22	15	36	47	47	77	35	37	26	12	8	28	16	20	3	15	EU	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	33	25	41	22	65	32	28	20	7	30	24	35	9	19	15	15	17	カナダ	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	11	5	14	8	18	21	25	5	15	11	1	7	1	3	6	2	2	インド	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	6	21	13	28	64	41	79	81	46	21	28	35	47	55	31	41	19	中国	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	0	0	0	3	2	11	14	30	22	27	24	10	4	14	17	8	5	韓国	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	4	13	15	3	6	2	4	9	18	3	4	7	15	5	0	3	0	ブラジル	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	5	18	11	18	16	11	17	8	4	8	6	12	13	23	9	37	16	日本	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	0	0	0	0	0	0	2	0	0	0	0	0	4	0	0	0	0	主要国のAD調査開始件数

アメリカ	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	14	22	15	36	47	47	77	35	37	26	12	8	28	16	20	3	15	EU	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	33	25	41	22	65	32	28	20	7	30	24	35	9	19	15	15	17	カナダ	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	11	5	14	8	18	21	25	5	15	11	1	7	1	3	6	2	2	インド	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	6	21	13	28	64	41	79	81	46	21	28	35	47	55	31	41	19	中国	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	0	0	0	3	2	11	14	30	22	27	24	10	4	14	17	8	5	韓国	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	4	13	15	3	6	2	4	9	18	3	4	7	15	5	0	3	0	ブラジル	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	5	18	11	18	16	11	17	8	4	8	6	12	13	23	9	37	16	日本	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	0	0	0	0	0	0	2	0	0	0	0	0	4	0	0	0	0	

TRMS

		明示的に禁止されたTRIMsの例

		① ローカルコンテント要求		進出企業に対して、国内産品の購入・使用を要求する措置。特定の産品、産品の数量若しくは価格又は当該企業の現地生産の数量若しくは価格の比率のいずれを定めているかを問わない。（GATT第３条４項違反）

		②輸出入均衡要求		進出企業に対して、輸入品の購入・使用を、自社の輸出額や輸出量に応じた額に限定する措置。（GATT第３条第４項違反）

				進出企業に対して、国内生産に使用される産品の輸入を、一般的に又は自社の輸出額や輸出量に応じた額に制限する措置。（GATT第11条第１項違反）

		③為替規制		進出企業に対して、自社の輸出額や輸出量に応じた額に外貨の調達を制限することなどにより、生産に使用される産品（部品等）の輸入を制限する措置。（GATT第11条第１項違反）

		④輸出制限		進出企業に対して、現地生産した製品等の輸出又は輸出のための販売を制限する措置。特定の産品、産品の数量若しくは価格又は当該企業の現地生産の数量若しくは価格の比率のいずれを定めているかを問わない。（GATT第11条第１項違反） 





セーフガード

		セーフガード措置の発動要件等

		発動要件		事情の予見されなかった発展等		輸入の増加が事情の予見されなかった発展の結果及びWTO上の義務の効果として発生していること（GATT第19条）

				輸入増加		セーフガード措置の対象となる産品の輸入が絶対的又は相対的に増加していること（同協定第２条）

				「重大な損害」の決定及び因果関係		輸入、生産、売上、生産性等の経済要素の水準の変化で判断、輸入増加と損害の因果関係の立証が必要（同協定第４条）

		手続的要件		調査手続の整備調査		手続の事前の公表、公聴会その他の方法による利害関係者の証拠の提出等の機会の確保、調査結果の公表（同協定第３条）

		発動内容		発動期間		当初４年以内、延長可能、最長８年（同協定第７条第１項・第３項）

				規制水準		輸入数量制限を行う場合は、原則、最近３年間の輸入量の平均値を下回ってはならない（同協定第５条）

				再発動禁止		従前の措置と同一期間（但し最低２年間）は再発動禁止（同協定第７条第５項）

				漸進的自由化		１年超の措置は、漸進的自由化（適用関税の低減、割当枠の拡大等）義務、３年超の措置は中間見直しを行う義務（同協定第７条第４項





セーフガード発動状況

		セーフガード措置の発動状況

				1970～74		1975～79		1980～84		1985～89		1990～94		1995～99		2000～04		2005～09		2010～11

		米国		3		6		4		0		0		3		3		0		0

		EU		1		2		7		7		4		0		2		1		0

		カナダ		6		7		3		1		1		0		0		0		0

		豪州		1		16		4		0		1		0		0		0		0

		合計		12		35		23		14		12		14		51		34		15





関税率

		ウルグアイ・ラウンドによる各国鉱工業品の関税率、譲許率の変化																														　主要各国の関税率の状況(2012年現在）ネンゲンザイ

						日本		米国		EU		韓国		豪州		インドネシア		タイ		カナダ		マレーシア		フィリピン		インド								単純平均譲許税率（％）				単純平均実行税率（％）				譲許率（％）

		平均関税率（％）		前マエ		3.8		5.4		5.7		18		20		20.4		37.3		9		10.2		23.9		72.2								非農産品		全品目		非農産品		全品目		非農産品		全品目

				後ウシロ		1.5		3.5		3.6		8.3		12.2		36.9		28		4.8		9.1		24.6		32.4						香港		0		0		0		0		37.3		45.6

		譲許率（％）		前マエ		98		99		100		24		36		30		12		100		2		9		12						日本		2.6		5.3		2.6		5.3		99.6		99.7

				後ウシロ		100		100		100		89		96		92		70		100		79		66		68						米国		3.3		3.5		3.3		3.5		100		100

																																EU		3.9		5.2		4		5.3		100		100

																																台湾		4.7		6.4		4.5		6.1		100		100

																																カナダ		5.3		7		2.5		4.5		99.7		99.7

																																シンガポール		6.4		10.3		0		0		65.1		69.7

																																中国		9.2		10		8.7		9.6		100		100

																																韓国		102		16.6		6.6		12.1		93.8		94.6

																																ニュージーランド		107		10.1		2.1		2		100		100

																																豪州		11		10		3.1		2.8		96.7		97.1

																																マレーシア		14.9		23		5.8		6.5		81.9		84.3

																																南アフリカ		5.8		19		7.5		7.7		95.8		96.4

																																フィリピン		28.4		25.7		5.7		6.1		61.9		67

																																チリ		25		25.1		6		6		100		100

																																タイ		25.5		28		8		9.8		71.3		75

																																ブラジル		30.8		31.4		14.2		13.7		100		100

																																アルゼンチン		31.7		31.8		14.1		13.6		100		100

																																インド		34.6		48.7		9.8		12.6		69.8		73.8

																																メキシコ		34.8		36.1		6.3		8.3		100		100
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事情の予見されなかっ

た発展等

輸入の増加が事情の予見されなかった発展の結果及びWTO上の義務の効果として発

生していること（GATT第19条）

輸入増加

セーフガード措置の対象となる産品の輸入が絶対的又は相対的に増加していること

（同協定第２条）

「重大な損害」の決定

及び因果関係

輸入、生産、売上、生産性等の経済要素の水準の変化で判断、輸入増加と損害の因

果関係の立証が必要（同協定第４条）

手

続

的

要

件

調査手続の整備調査

手続の事前の公表、公聴会その他の方法による利害関係者の証拠の提出等の機会の

確保、調査結果の公表（同協定第３条）

発動期間 当初４年以内、延長可能、最長８年（同協定第７条第１項・第３項）

規制水準

輸入数量制限を行う場合は、原則、最近３年間の輸入量の平均値を下回ってはなら

ない（同協定第５条）

再発動禁止 従前の措置と同一期間（但し最低２年間）は再発動禁止（同協定第７条第５項）

漸進的自由化

１年超の措置は、漸進的自由化（適用関税の低減、割当枠の拡大等）義務、３年超

の措置は中間見直しを行う義務（同協定第７条第４項

発

動

要

件

発

動

内

容

セーフガード措置の発動要件等


Microsoft_Excel_Worksheet3.xlsx
1995 1996 1997 1998 1999 2000 2

				1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003		2004		2005		2006		2007		2008		2009		2010		2011		2012

		アメリカ		14		22		15		36		47		47		77		35		37		26		12		8		28		16		20		3		15		7		465

		EU		33		25		41		22		65		32		28		20		7		30		24		35		9		19		15		15		17		7		444

		カナダ		11		5		14		8		18		21		25		5		15		11		1		7		1		3		6		2		2		10		165

		オーストラリア		5		17		44		13		24		15		24		16		8		9		7		11		2		6		9		7		18		6		241

		インド		6		21		13		28		64		41		79		81		46		21		28		35		47		55		31		41		19		7		663

		中国		-		－		0		3		2		11		14		30		22		27		24		10		4		14		17		8		5		4		195

		韓国		4		13		15		3		6		2		4		9		18		3		4		7		15		5		0		3		0		1		112

		台湾		0		0		1		6		0		4		3		0		2		0		0		5		0		0		1		2		0		9		33

		インドネシア		0		11		5		8		8		3		4		4		12		5		0		5		1		7		7		3		6		7		96

		パキスタン		0		0		0		0		0		0		0		1		3		3		13		4		0		3		26		10		7		1		71

		トルコ		0		0		4		1		8		7		15		18		11		25		12		8		6		23		6		2		2		6		154

		メキシコ		4		4		6		12		11		6		6		10		14		6		6		6		3		1		2		2		6		1		106

		ブラジル		5		18		11		18		16		11		17		8		4		8		6		12		13		23		9		37		16		26		258

		アルゼンチン		27		22		14		8		23		43		28		14		1		12		12		11		8		19		28		14		7		10		301

		南アフリカ		16		34		23		41		16		21		6		4		8		6		23		3		5		3		3		0		4		0		216

		日本		0		0		0		0		0		0		2		0		0		0		0		0		4		0		0		0		0		1		7

		その他		32		34		40		59		50		34		40		60		26		28		29		37		19		16		29		22		31		11		598

		合計		157		226		246		266		358		298		372		315		234		220		201		204		165		213		209		172		155		114		4,125

				1995		1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003		2004		2005		2006		2007		2008		2009		2010		2011		2012

				157		226		246		266		358		298		372		315		234		220		201		204		165		213		209		172		155		114

				157		383		629		895		1253		1551		1923		2238		2472		2692		2893		3097		3262		3475		3684		3856		4011		4125



WTO発足以降の主要国のAD調査開始件数の推移
（2012年６月末現在）

累積値	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	157	383	629	895	1253	1551	1923	2238	2472	2692	2893	3097	3262	3475	3684	3856	4011	4125	AD調査数	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	157	226	246	266	358	298	372	315	234	220	201	204	165	213	209	172	155	114	WTO発足以降の主要国のAD調査開始件数の推移
（2012年６月末現在）

累積値	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	157	383	629	895	1253	1551	1923	2238	2472	2692	2893	3097	3262	3475	3684	3856	4011	4125	AD調査数	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	157	226	246	266	358	298	372	315	234	220	201	204	165	213	209	172	155	114	主要国のAD調査開始件数

アメリカ	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	14	22	15	36	47	47	77	35	37	26	12	8	28	16	20	3	15	EU	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	33	25	41	22	65	32	28	20	7	30	24	35	9	19	15	15	17	カナダ	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	11	5	14	8	18	21	25	5	15	11	1	7	1	3	6	2	2	インド	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	6	21	13	28	64	41	79	81	46	21	28	35	47	55	31	41	19	中国	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	0	0	0	3	2	11	14	30	22	27	24	10	4	14	17	8	5	韓国	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	4	13	15	3	6	2	4	9	18	3	4	7	15	5	0	3	0	ブラジル	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	5	18	11	18	16	11	17	8	4	8	6	12	13	23	9	37	16	日本	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	0	0	0	0	0	0	2	0	0	0	0	0	4	0	0	0	0	主要国のAD調査開始件数

アメリカ	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	14	22	15	36	47	47	77	35	37	26	12	8	28	16	20	3	15	EU	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	33	25	41	22	65	32	28	20	7	30	24	35	9	19	15	15	17	カナダ	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	11	5	14	8	18	21	25	5	15	11	1	7	1	3	6	2	2	インド	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	6	21	13	28	64	41	79	81	46	21	28	35	47	55	31	41	19	中国	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	0	0	0	3	2	11	14	30	22	27	24	10	4	14	17	8	5	韓国	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	4	13	15	3	6	2	4	9	18	3	4	7	15	5	0	3	0	ブラジル	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	5	18	11	18	16	11	17	8	4	8	6	12	13	23	9	37	16	日本	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	0	0	0	0	0	0	2	0	0	0	0	0	4	0	0	0	0	

TRMS

		明示的に禁止されたTRIMsの例

		① ローカルコンテント要求		進出企業に対して、国内産品の購入・使用を要求する措置。特定の産品、産品の数量若しくは価格又は当該企業の現地生産の数量若しくは価格の比率のいずれを定めているかを問わない。（GATT第３条４項違反）

		②輸出入均衡要求		進出企業に対して、輸入品の購入・使用を、自社の輸出額や輸出量に応じた額に限定する措置。（GATT第３条第４項違反）

				進出企業に対して、国内生産に使用される産品の輸入を、一般的に又は自社の輸出額や輸出量に応じた額に制限する措置。（GATT第11条第１項違反）

		③為替規制		進出企業に対して、自社の輸出額や輸出量に応じた額に外貨の調達を制限することなどにより、生産に使用される産品（部品等）の輸入を制限する措置。（GATT第11条第１項違反）

		④輸出制限		進出企業に対して、現地生産した製品等の輸出又は輸出のための販売を制限する措置。特定の産品、産品の数量若しくは価格又は当該企業の現地生産の数量若しくは価格の比率のいずれを定めているかを問わない。（GATT第11条第１項違反） 





セーフガード

		セーフガード措置の発動要件等

		発動要件		事情の予見されなかった発展等		輸入の増加が事情の予見されなかった発展の結果及びWTO上の義務の効果として発生していること（GATT第19条）

				輸入増加		セーフガード措置の対象となる産品の輸入が絶対的又は相対的に増加していること（同協定第２条）

				「重大な損害」の決定及び因果関係		輸入、生産、売上、生産性等の経済要素の水準の変化で判断、輸入増加と損害の因果関係の立証が必要（同協定第４条）

		手続的要件		調査手続の整備調査		手続の事前の公表、公聴会その他の方法による利害関係者の証拠の提出等の機会の確保、調査結果の公表（同協定第３条）

		発動内容		発動期間		当初４年以内、延長可能、最長８年（同協定第７条第１項・第３項）

				規制水準		輸入数量制限を行う場合は、原則、最近３年間の輸入量の平均値を下回ってはならない（同協定第５条）

				再発動禁止		従前の措置と同一期間（但し最低２年間）は再発動禁止（同協定第７条第５項）

				漸進的自由化		１年超の措置は、漸進的自由化（適用関税の低減、割当枠の拡大等）義務、３年超の措置は中間見直しを行う義務（同協定第７条第４項





セーフガード発動状況

		セーフガード措置の発動状況

				1970～74		1975～79		1980～84		1985～89		1990～94		1995～99		2000～04		2005～09		2010～11

		米国		3		6		4		0		0		3		3		0		0

		EU		1		2		7		7		4		0		2		1		0

		カナダ		6		7		3		1		1		0		0		0		0

		豪州		1		16		4		0		1		0		0		0		0

		合計		12		35		23		14		12		14		51		34		15





関税率

		ウルグアイ・ラウンドによる各国鉱工業品の関税率、譲許率の変化																														　主要各国の関税率の状況(2012年現在） ネン ゲンザイ

						日本		米国		EU		韓国		豪州		インドネシア		タイ		カナダ		マレーシア		フィリピン		インド								単純平均譲許税率（％）				単純平均実行税率（％）				譲許率（％）

		平均関税率（％）		前 マエ		3.8		5.4		5.7		18		20		20.4		37.3		9		10.2		23.9		72.2								非農産品		全品目		非農産品		全品目		非農産品		全品目

				後 ウシロ		1.5		3.5		3.6		8.3		12.2		36.9		28		4.8		9.1		24.6		32.4						香港		0		0		0		0		37.3		45.6

		譲許率（％）		前 マエ		98		99		100		24		36		30		12		100		2		9		12						日本		2.6		5.3		2.6		5.3		99.6		99.7

				後 ウシロ		100		100		100		89		96		92		70		100		79		66		68						米国		3.3		3.5		3.3		3.5		100		100

																																EU		3.9		5.2		4		5.3		100		100

																																台湾		4.7		6.4		4.5		6.1		100		100

																																カナダ		5.3		7		2.5		4.5		99.7		99.7

																																シンガポール		6.4		10.3		0		0		65.1		69.7

																																中国		9.2		10		8.7		9.6		100		100

																																韓国		102		16.6		6.6		12.1		93.8		94.6

																																ニュージーランド		107		10.1		2.1		2		100		100

																																豪州		11		10		3.1		2.8		96.7		97.1

																																マレーシア		14.9		23		5.8		6.5		81.9		84.3

																																南アフリカ		5.8		19		7.5		7.7		95.8		96.4

																																フィリピン		28.4		25.7		5.7		6.1		61.9		67

																																チリ		25		25.1		6		6		100		100

																																タイ		25.5		28		8		9.8		71.3		75

																																ブラジル		30.8		31.4		14.2		13.7		100		100

																																アルゼンチン		31.7		31.8		14.1		13.6		100		100

																																インド		34.6		48.7		9.8		12.6		69.8		73.8

																																メキシコ		34.8		36.1		6.3		8.3		100		100
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最終の実質的加工が行われ

た国が原産国。

特定産品については加エエ

程基準、関税番号変更基準

を採用。

域内無関税で取引を行うに

は「北米産」認定が必要。

関税番号変更基準および現

地調達比率基準(取引価格

方式で60%、純費用で50%以

上)を規定。

原産地比率はASEAN域内1カ国

または複数国の累積で40%以

上。〔（非ASEAN原材料・部品

価格）＋（原産地が特定でき

ない原材料・部品価格）〕÷

製品のFOB価格 × 100％ ≦

60％

原則として域内調達比率

60%以上(資本財80%以上)の

製品が域内製品。

財

の

貿

易

域内関税・数量制限の完全

撤廃、対外共通関税

域内関税の段階的撤廃、

非関税貿易措置の原則撤廃

2003年に域内関税を0～5%

域内関税は2000年までに

段階的撤廃、2006年までに

対外共通関税設定

各地域経済圏の原産地規定


Microsoft_Excel_97-2003_Worksheet1.xls
Sheet1

		各地域経済圏の原産地規定 カクチイキケイザイケンゲンサンチキテイ

				EU
欧州連合		NAFTA
北米自由貿易協定		AFTA
ASEAN
自由貿易地域		メルコスール
南米共同市場

		加盟国		28カ国		北米・カナダ・メキシコ		マレーシア・シンガポール・フィリピン・インドネシア・タイ・ブルネイ・べトナム・ミャンマー・ラオス		ブラジル・パラグアイ・
ウルグアイ・アルゼンチン

		原産地規制		最終の実質的加工が行われた国が原産国。
特定産品については加エエ程基準、関税番号変更基準を採用。		域内無関税で取引を行うには「北米産」認定が必要。関税番号変更基準および現地調達比率基準(取引価格方式で60%、純費用で50%以上)を規定。		原産地比率はASEAN域内1カ国または複数国の累積で40%以上。〔（非ASEAN原材料・部品価格）＋（原産地が特定できない原材料・部品価格）〕÷製品のFOB価格 × 100％ ≦ 60％		原則として域内調達比率60%以上(資本財80%以上)の製品が域内製品。

		財の貿易		域内関税・数量制限の完全撤廃、対外共通関税		域内関税の段階的撤廃、
非関税貿易措置の原則撤廃		2003年に域内関税を0～5%		域内関税は2000年までに
段階的撤廃、2006年までに
対外共通関税設定
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日本 米国 EU 韓国 豪州

インドネシア

タイ カナダ

マレーシア

フィリピン

インド

前 3.8 5.4 5.7 18 20 20.4 37.3 9 10.2 23.9 72.2

後 1.5 3.5 3.6 8.3 12.2 36.9 28 4.8 9.1 24.6 32.4

前 98 99 100 24 36 30 12 100 2 9 12

後 100 100 100 89 96 92 70 100 79 66 68

平均関税率

（％）

譲許率（％）



ウルグアイ・ラウンドによる各国鉱工業品の関税率、譲許率の変化


